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小児科医学教育研究会（小児科チェアマン会議）　	
  
新しい専門医制度への準備と対応 

2014年４月１0日（名古屋）	


獨協医科大学小児科　
有阪　治	


・ 基幹施設、プログラムの認定方法に	
  
　 ついて	


・ 新しい専門医制度について	
  

・ 今後の検討課題など	


内容	


・ 当委員会の準備と対応	
  

新専門医制度に向けての 
中央資格認定委員会の役割	


2017年から第三者機関である評価・認定
機構により専門医研修制度が審査・評価
されることへ対応し、現制度から新制度
へ障碍なく移行できるようにする。	


・「専門医制度整備指針　第3版(2009年）」 	

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（初期検討段階）	


・「専門医制度整備指針　第4版（2013年5月）」 

・「専門医制度研修プログラム整備指針（同年7月）」	


・「専門医制度整備指針２０１４ (１月27日）」 

日本専門医制評価・認定機構から示された指針	


・「専門医制度整備指針　第3版(2009年）」 	

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（初期検討段階）	


・「専門医制度整備指針　第4版（2013年5月）」 

・「専門医制度研修プログラム整備指針（同年7月）」	


・「専門医制度整備指針２０１４ (１月27日）」 

日本専門医制評価・認定機構から示された指針	


統合、編集	


１）プログラムに基づいた研修	

　個々の専攻医のために、専門医育成プログラムを作成する	


・ カリキュラムを実行するための研修計画（基幹施設、研修を	

　分担する連携施設での研修内容と研修を行う順序）を最初に	

　決める　(医局の関連病院人事ではない！）	


 ・ カリキュラムを作成する	


新しい専門医制度とは	


２）プログラムの検証を行う	

　プログラムが正しく実行されているかを定期的に検証するシス
テムを構築する（専門研修管理委員会等の設置）	


３）中立的第三者機関によるプログラムの審査・認定	

　専門医育成の実績があり、プログラムを実施する研修環境
（診療実績、指導体制など）を備えているかを、中立的第三者機
関が審査（書類審査、サイトビジット）し、認定する  　	
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研修支援施設	
 基幹施設	


連携施設 A	
研修施設	
 連携施設　B	


現在の研修制度	
 新しい研修制度	


延べ6か月以上	

支援施設で研修	


関連
施設	


関連
施設	


関連
施設	
・ プログラムを持つ	


・ 連携施設と病院群を	

  作る（単独も可）	


・ 専攻医を募集する	
移	

行	


注）　プログラムとは、専門医制度の定める研修カリキュラムを、専攻医ごとに計画的	

　　　かつ適切に提供するための具体的な研修計画のこと。	


プログラムを	

補完するため	

の研修を行う	


施設	


専攻医の独自募
集はできない	


・カリキュラムを持つ	

・後期研修医募集	


・カリキュラムを持つ	

・後期研修医募集	


専攻医の独自募
集はできない	


専攻医	
専攻医	


専　
攻　
医	


各研修施設はカリ
キュラムに基づき

研修を行う	


連携施設は基幹　　　　　	

施設の持つプロ	

グラムを分担する　	


新しい専門医制度実施への	
  
タイムスケジュールが発表された(2013)	


平成２６ (２０１４）年〜　	

中立的第三者機関（機構）によるプログラムの審査（承認・不承認）	


平成２８ (２０１６)年4月　　初期研修医（2年目）にプログラムを提示	

　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　専攻医募集開始	


平成２９ (２０１７)年４月　新制度下での後期研修開始	


平成３２ (２０２０)年　　　  新制度の専門医認定	


新しい専門医制度のタイムスケジュールと研修プロ
グラム整備指針（大綱的なもの、ただし、順次修正
される）が決定されたことにより、各学会が行うべき

準備作業が機構から提示された(2013年5月）	


・整備指針にそって、各制度（各学会）での、施	

　設認定基準の整備とプログラム認定基準案	

　を策定すること	

・各制度で、プログラム審査のための準備を開	

　始し、各制度内での予備審査を行うこと	


各学会がすみやかに行うべきこと	


1　2013年5月25日　　第1回中央資格認定委員会 
　新専門医制度について。小児科学会専門医の5年毎の更新審査、小児科認定
施設（研修施設・研修支援施設）の更新審査および新規申請の審査研修集会の
認定、単位の決定等 

2　2013年6月30日　第1回専門医制度関係合同委員会 
　専門医育成委員会、試験運営委員会、中央資格認定委員会からなる合同委
員会を初めて開催し、専門医制度の動向を確認するとともに、3委員会が新しい
制度への移行に向けて、情報を共有して対応することとした。 
3　2013年11月2日　小児科専門医制度の全体検討会議（専門医育成委員会、試
験運営委員会、中央資格認定委員会の合同企画による） 
　全国の小児科研修施設責任者が集まり、機構の理事長を招き、新制度に向け
て専門医機構の動きなどを確認した。 

4　2013年11月13日　中央資格認定委員会＋施設周知のための会議 
　プログラム案をまとめた。 
　委員会、理事会を経て、全国小児科専門医研修施設へ周知する。 
5　2013年11月30日　第2回中央資格認定委員会 
　新専門医制度について。専門医の5年毎の更新審査、小児科認定施設（研修
施設・研修支援施設）の更新審査、新規申請の研修集会の認定、単位の決定等	


平成25(2013)年度中央資格認定委員会の活動	


1. 専門研修プログラムの申請と認定
の方法	


・機構が定めた書式に基づいて申請する	


・プログラム統括責任者は、構成する施設群（専門研修	

　基幹施設、専門研修連携施設）を明示する	


 研修プログラム管理委員会などの管理体制を明示す	

　る	


 専門研修プログラムの内容（研修カリキュラム、研修	

　計画）を明示する（各学会で整備した基準に基づくこと）	


２. 専門研修プログラムの申請、認定
の流れ	


　申請書・新規プログラムの提出	


専門研修基幹施設のプログラム責任者	


予備審査：各学会（中央資格認定委員会）	


審査：機構の評価認定部門	


合・否・仮認定を決定	


日本専門医機構長名で	

認定書（仮認定書）を授与　
（5[2]年間）	


整備基準に沿っていな
ければ再提出を求める	
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中央資格認定委員会として研修施設への周知	


第１報（２０１３年９月１６日）	


「専門医制度が大きく変わります！」　	

　①プログラム重視の研修制度になります。	

　②研修関連施設が独自に専攻医を募集できなくなります。	

　③プログラムを持つ基幹施設は、研修医育成の実績、診療実績　　	

　　が求められます。	


第２報（２０１３年１２月１６日）	


　「小児科専門医制度研修プログラム申請書（案）」を送付	

　　基幹研修施設（＋研修施設群）候補の選定に向けての準備を	

　　進めてください。	


第３報（２０１４年２月１７日）	


「小児科専門医制度研修プログラム申請書（予備審査用）」送付	

　２０１４年５月３１日までに、プログラムを申請してください。	


中央資格認定委員会として研修施設への周知	


第１報（２０１３年９月１６日）	


「専門医制度が大きく変わります！」　	

　①プログラム重視の研修制度になります。	

　②研修関連施設が独自に専攻医を募集できなくなります。	

　③プログラムを持つ基幹施設は、研修医育成の実績、診療実績　　	

　　が求められます。	


第２報（２０１３年１２月１６日）	


　「小児科専門医制度研修プログラム申請書（案）」を送付	

　　基幹研修施設（＋関連研修施設群）候補の選定に向けての準	

　　備を進めてください。	


第３報（２０１４年２月１７日）	


「小児科専門医制度研修プログラム申請書（予備審査用）」送付	

　２０１４年５月３１日までに、プログラムを申請してください。	


小児科学会としてプログラム
予備審査用の申請書を作成
し、施設認定基準とプログラ
ム認定基準を示した。	


Ⅰ 専門研修基幹施設 
（＋連携施設群）の認定	


・予備審査（中央資格認定委員会による）	

・本審査（第三者機関による）	


専門研修基幹施設	


専門研修連携施設	


関連施設	


基幹研修施設	


関連研修施設	


整備指針2014	

1月27日	


整備指針第４版	

2013年 5月	


・専門性や地域性からプロ
グラムに必要とされ、プロ
グラムを分担する総合施
設（医療倫理・医療安全な
どの管理組織があり、症例
検討会、　CPC、その他の
検討会が開催されており、
サイトビジットによる評価
認定を受ける）	


・研修に必要な様々な施設	
  

関連施設	


小児科学会　	

2014年 2月	


専門研修基幹施設	


専門研修連携施設	


関連施設	


専攻医のプログラムの　
一部を分担する総合施設	


過去に専門医を輩出した実績
がある、専攻医のプログラム
を統括する総合施設	


・専攻医のプログラムの一部を分担す	

　る施設	


・リハビリセンター、各種センターなど	

・離島診療所	


　　、	


研修施設群を構成する研修施設について	


専門研修基幹施設	


専門研修連携施設	


関連施設	


基幹研修施設	


関連研修施設	


整備指針2014	

1月27日	


整備指針第４版	

2013年 5月	


・専門性や地域性からプロ
グラムに必要とされ、プロ
グラムを分担する総合施
設（医療倫理・医療安全な
どの管理組織があり、症例
検討会、　CPC、その他の
検討会が開催されており、
サイトビジットによる評価
認定を受ける）	


・研修に必要な様々な施設	
  

関連施設	


小児科学会　	

2014年 2月	


専門研修基幹施設	


専門研修連携施設	


関連施設	


過去に専門医を輩出した実績
がある、専攻医のプログラム
を統括する総合施設	


・専攻医のプログラムの一部を分担す	

　る施設	


・リハビリセンター、各種センターなど	

・離島診療所	


　　、	


研修支援施設（大学小児科、
小児総合医療施設、など）	
 

研修支援施設以外でプログラ
ムを申請する場合は、地域医
療への貢献などのプログラム
の必要性が示され、整備基準
を満たしていること	
 

研修施設群を構成する研修施設について	


専攻医のプログラムの　
一部を分担する総合施設	

（小児科学会の研修施設

施設基準を満たすが、専
門医の数は問わない））	


専門医育成の実績	
 

基幹施設に求められる必須条件	


基幹型初期臨床研修病院の指定基準は満たしていること　	
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　基幹施設	

（現制度での研修
支援施設に相当）　　　　　　　　　	


連携施設 B	
連携施設A	


プログラム	


研修施設群(地域循環型）の構築　　	


関連	

施設　　　　　　　　	


プログラムＡ	

基幹施設	

連携施設	


獨協医大本院	

(研修支援施設）	


（栃木県）　　　　　　　　	


プログラムＢ	

基幹施設	

連携施設	


獨協医大越谷病院　　　	

(研修支援施設）	


（埼玉県）　　　　　　　　	


連携施設A　　　　　　　　　	
連携施設B　　　　　　　　　	
連携施設C　　　　　　　　　	
連携施設D　　　　　　　　　	


○　研修施設群の構築　– プログラムまたがり型　　	


プログラムＡ	

基幹施設	

連携施設	


獨協医大本院	

(研修支援施設）	


（栃木県）　　　　　　　　	


プログラムＢ	

基幹施設	

連携施設	


獨協医大越谷病院　　　	

(研修支援施設）	


（埼玉県）　　　　　　　　	


連携施設A　　　　　　　　　	
連携施設B　　　　　　　　　	
連携施設C　　　　　　　　　	
連携施設D　　　　　　　　　	


　プログラムBの一部を分担	

5 新生児（総合周産期母子	

　　　　　　 医療センター）	

15 血液、16 腫瘍	


　プログラムAの一部を分担	

１０膠原病・リウマチ性疾患	

２１精神・行動・心身医学	

（子どものこころ診療センター）	


○　研修施設群の構築　– プログラムまたがり型　　	


プログラムⅠ	
 プログラムⅡ	


基幹施設	
 A	
 B	


B	


C	


D	


E	


A	


C	


D	


E	


×認められない研修施設群の構築　- とっかえひっかえ型　　	


プログラムに独自性がない、　ⅠとⅡが同じである	


連携施設	


プログラムⅠ	
 プログラムⅡ	


基幹施設	


連携施設	


A	
 B	


B	
 A	


C	


D	


×認められない研修施設群の構築　–プログラム内包型	


プログラムⅱの中にプログラムⅠが含まれており、プログラムの
独自性がない	


Ⅱ　研修プログラム 
について	
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現行の研修カリキュラム(２５領域）	

「─専門医資格取得のための─小児科医の到達目標」のレベルAに相当する項目が
小児科臨床研修の到達目標である．研修施設ではこの到達目標に沿った臨床研修
ができるように研修カリキュラムが作成されている．	


─専門医資格取得のための─小児科医の到達目標　改定　第５版	
  

（平成２２年４月１日改定）	

■目次	


はじめに	
 　４．水・電解質	
 １５．循環器	
  

小児科専門医の役割	
 　５．新生児	
 １６．血液	


小児科専門医研修の一般目標	
 　６．先天異常	
 １７．腫瘍	


　１．分野別の一般目標	
 　７．先天代謝異常，代謝性疾患	
 １８．腎・泌尿器	


　２．診療技能の一般目標	
 　８．内分泌	
 １９．生殖器	


　３．症候の一般目標	
 　９．生体防御・免疫	
 ２０．神経・筋	


１０．膠原病・リウマチ性疾患	
 ２１．精神・行動・心身医学	


分野別到達目標	
   １１．アレルギー	
 ２２．救急	


　１．小児保健	
   １２．感染症	
 ２３．思春期	


　２．成長・発達	
   １３．呼吸器	
 ２４．地域総合小児医療	


　３．栄養	
   １４．消化器	
 ２５．関連領域	


学会が作成したカリキュラムを基にして、基幹施設が専攻医ごとに、計画的か
つ適切に研修を行うための具体的な研修プログラムを作成する	


・診療実績と指導体制	

　を示す	

 研修の到達目標の　
達成に必要な症例数
と指導医が確保され
ているかどうか	


カリキュラムを分担　　　
する施設を明記する	


時間軸で研修計画を示す	


研修に必要なマニュアル、フォーマット等の整備	


□ 専攻医研修マニュアル 

□ 指導者用マニュアル 

□ 専攻医研修実績記録フォーマット 

□ 指導医による指導とフィードバックの記録 

□ 指導者研修計画と実施記録 

今後、準備が必要なもの	

（生涯教育・専門医育成委員会等で検討開始）	
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Ⅲ　専門医資格の更新	


□ 新制度による資格更新審査の開始時期	

　最初の資格更新審査が行われる平成29年（2017）年から、新制
度での専門医が誕生する平成32年（2022）年からか、未定。	

□ 資格更新の要件　	

（１）診療実績（必須）	

・診療実績をどのように評価するか。	

・診療を中断せざるを得ない場合への対応、措置（産休、海外留	

 学など）をどうするか。	


（２）更新に必要な取得すべき単位数　	

・ 学会・研究会への参加単位と、研修会・講習会への参加単位は	

　別のカテゴリーとし、５年間で計５０単位が必要となる（２５単位　	

　＋２５単位？）。論文著者２単位、学会発表１単位（両者＜20%)。	

・必要単位は現行の“基本単位”で取得するべきかどうか。	

　いずれにしても、現行制度で更新のために取得している単位の	

　意義は著しく減る。	

 	


専門医資格更新の認定方法についての検討を行う	


□ プログラムの変更、中断など	

　・連携施設の変更、辞退、取り消し	

　・専攻医の事情による研修の中断 	


→　「基幹施設」が責任を持って、専攻医が到達	

　　 目標を達成し、プログラムを修了できるように	

　　 指導する	

□その他	


プログラムを運用するうえで起こる様々な　　
事態を想定し、対応、例外措置を考える	



